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本研究は，最近東京圏の鉄道で列車の運転見合わせが頻発している状況を踏まえ，鉄道事業者が公式

Twitter上で提供している運行情報を用いて，運転見合わせの発生状況や情報提供の実態を分析したもので

ある．具体的には，運転見合わせの発生頻度や原因別内訳，支障時間の特性，運転再開見込み時刻の誤差

などを把握した．その結果，発生頻度は人身事故等の部外原因が多いものの，土木・電気施設の点検・故

障等の部内原因も3割近く発生していること，運転見合わせによる支障時間は原因によって大きく異なり，

特に土木・電気施設関係でばらつきが大きいこと，運転再開見込み時刻の提供は人身事故のケースを中心

に行われており，実際の再開時刻との誤差は，全体の約7割で±15分以内であることなどが分かった． 
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1.  はじめに  

 

近年，東京圏の鉄道において，人身事故や車両点検，

信号故障等の輸送障害に起因する列車の運転見合わせが

頻発している．国土交通省関東運輸局管内における輸送

障害に伴う運休もしくは 30 分以上の遅延件数は，平成

15年度に 812件であったのに対して，平成 25年度では

1,222件と大幅に増加している 1)． 

列車の運転見合わせは，利用者に対して時間損失や

機会逸失などの多大な影響を及ぼすことから，その対策

はきわめて重要である．具体的には，ホームドアの整備

や車両・信号等の運行に関わるシステムの信頼性向上な

ど，原因である輸送障害の発生の抑制に加えて，適切な

情報提供など発生後の影響を最小限に留めるような対策

も必要であると考えられる．  

ここで，列車の運転見合わせ時に関する既往研究と

しては，利用者の迂回行動に関する分析 2), 3) ，情報提供

に対する利用選好に関する分析 4)，情報取得行動に関す

る分析 5)などが行われている．また，利用者からの要望

の多い運転再開見込み時刻の提供方法に関する研究 6), 7)

も行われている．これらの既往研究は，効果的な情報提

供のあり方を検討する上で有益なものであるが，検討の

基礎となる運転見合わせの発生頻度や原因別内訳，支障

時間の分布特性，運転再開見込み時刻の誤差などについ

ては，十分把握されていないのが現状である． 

列車の運転見合わせのような異常時における情報提

供に関しては，利用者が運転見合わせの区間や運転再開

の見通しなどの情報を迅速に取得し，適切な行動を選択

できることが重要であり，そのためにも，実態の把握や

それに基づく分析の必要性は高いと考えられる． 

以上を踏まえ本研究では，鉄道事業者が公式 Twitter

上で提供している運行情報を用いて，列車の運転見合わ

せの発生状況や情報提供の実態分析を行うことを目的と

する．具体的には，運転見合わせの発生頻度や原因別内

訳，支障時間の分布特性，運転再開見込み時刻の誤差な

どを把握することで，異常時における利用者の意思決定

支援に資する知見を得ることを目的とする．  

 

 

 2. 列車の運行状況に関する情報 

 

(1) 鉄道事業者が提供する情報 

列車の運転見合わせを含む運行状況に関する情報につ

いては，基本的に鉄道事業者によって提供されている．

提供方法については，駅構内や車両内における放送，

LEDやディスプレイによる表示，自社 HPや公式 Twitter

への掲載などであり，提供情報については，運行状況

（平常通り，運転見合わせ，遅延等），運転見合わせの

場合には，発生時刻，場所，原因，運転見合わせ区間，

運転再開見込み時刻などである． 
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なお，最近では，東日本旅客鉄道（JR 東日本）が，

自社のアプリとして一部の路線を対象に列車の運行位置

や車内混雑状況等を提供している．また，東京地下鉄で

は，オープンデータ化の流れを受けて，主にアプリ開発

用として，列車ロケーション情報，運行情報，駅時刻表，

列車時刻表等を，登録者を対象に無償で提供している． 

 

(2) 国土交通省の統計情報 

国土交通省では毎年度，鉄道事故等報告規則及び軌道

事故等報告規則に基づき，鉄・軌道運転事故等の発生状

況をとりまとめて公表している．具体的には，運転事故，

踏切事故，人身障害事故，輸送障害の発生状況が把握さ

れており，輸送障害については，鉄道による輸送に障害

を生じた事態（列車の運転を休止したもの，または旅客

列車にあっては 30 分（旅客列車以外にあっては 1 時

間）以上遅延を生じたもの）であって，鉄道運転事故以

外のものが対象となっている． 

ここで，国土交通省関東運輸局管内における輸送障害

の原因別発生状況の推移 1)を図-1に示す．図中の部内原

因は鉄道係員，車両または鉄道施設に原因するものであ

り，鉄道外原因は線路内立入り，自殺，動物との衝突等

に原因するもの，自然災害は水害，風害，雪害，雷害ま

たは地震害等の自然災害に原因するものである．これよ

り，発生件数は概ね経年的に増加傾向であり，原因別

（平成 25 年度）では，鉄道外原因が 45.7%（558 件）と

最も多く，次いで部内原因が 28.0%（343 件），自然災

害が 26.3%（321件）となっている． 

 

(3) 国土交通省の実態調査 

(2)で述べた通り，輸送障害の発生については 30 分未

満の遅延を収集した統計が未整備であることから，実態

の把握が困難であった．そのため，国土交通省によって

初めて，三大都市圏の鉄道を対象とした輸送トラブルに

関する調査が実施された 8)． 

この調査結果によると，輸送障害の発生状況として， 

 

390
318

367
534

398
295 268 242 275 307 261

343

294
366

330

427

432

461 468 530
564

591 634
558

178 128

236

165

132
172 172 143

263

317 272
321

203 264 222
276 274

332
347

382

325
367 383 349

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
年度

部内原因 鉄道外原因

自然災害 うち自殺

 

図-1関東運輸局管内における輸送障害の原因別 

発生状況の推移 1) 

支障時間が 10 分未満の輸送トラブルが 60%以上と多い

こと，原因別では，鉄道外の原因による輸送障害が大半

を占め，支障時間が 10 分未満では急病人，踏切道支障，

線路内立入，混雑によるものが多く，支障時間が 30 分

以上 1時間未満では自殺を原因とするものが大半を占め

るなどの実態が報告されている． 

 

 

3.  分析方法及び結果 

  

(1) 分析方法  

本研究では，近年複数の鉄道事業者が利用者への情報

提供手段として活用している公式 Twitter を用いて分析

を行う．これは上述した通り，運転見合わせの発生時刻，

場所，原因，運転再開時刻などの情報が掲載されており，

過去に遡って把握できるためである． 

東京圏の JR・大手民鉄・地下鉄のうち，調査開始時

点で Twitter 公式アカウントを所有していた事業者は，

西武鉄道，京成電鉄，京王電鉄，小田急電鉄，東急電鉄，

京急電鉄，東京地下鉄（東京メトロ），東京都交通局

（都営地下鉄）の 8事業者である． 

これらの事業者の公式 Twitterでは，原則として 15分

以上（京成電鉄のみ 30 分以上）の遅れ，または遅れが

見込まれる場合に，運転見合わせの発生時刻，場所，原

因，運転再開時刻，折り返し運転の有無等の情報が提供

されている．なお，小田急電鉄については，Twitter では

運転見合わせや遅れの有無のみを提供し，詳細は自社

HPにリンクする形式となっている．HPの内容は常に最

新の情報であることから，過去の履歴を把握することは

できない．従って，本研究では小田急電鉄を除く 7事業

者を対象とする．以上の事業者を対象とした調査期間

は，2014年 1月 1日から 2014年 12月 31日である． 

 

(2) 分析結果 

a) 鉄道事業者別の発生状況 

 運転見合わせの発生原因については，鉄道事業者間で

必ずしも記載方法が統一されていないことから，上述し

た国土交通省の調査 8)を基に，Twitter に記載されている

原因との対応を表-1 のように整理した．具体的には，

大分類及び中分類は国交省調査の分類に基づいて設定し，

Twiterrに記載されている原因を対応させることとした． 

以上を基に整理した運転見合わせ原因別の発生件数を

図-2 及び表-2 に示す．これより，対象期間における運

転見合わせ件数は 270件であり，内訳は，鉄道外原因が

168 件（62.2%）と最も多く，次いで鉄道内原因が 73 件

（27.0%），自然災害が 29件（10.7%）である． 

原因別では，人身事故が 125 件と最も多く，次いで

土木・電気施設が 53件である．また，鉄道事業者別に 
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表-1 運転見合わせ原因の分類 

分類 本研究での表記 具体的事象（各事業者の表記を基に整理）

鉄道係員 乗務員のトラブル

車両等

車両・ドアの故障・不具合・点検
ホームドアの故障・不具合・点検
車内点検
車両同士の衝突

土木・電気施設

保安装置（信号・ポイント等）の故障・不具合・点検
線路の異常・点検
トンネル内の異常・点検
その他施設の異常・点検
夜間作業の遅れ

線路内（支障）
線路内支障物
線路内立入

踏切道（支障）
自動車・二輪車・自転車等と接触
踏切の安全確認

人身事故 人身事故

急病人 急病人救護

他路線の影響
他路線での人身事故
他路線での車両の故障・不具合・点検

その他

混雑
乗客のトラブル，ホーム下転落
沿線火災，架線に飛来物が付着
その他

自然災害
（災害原因）

自然災害
台風，大雨，強風
積雪，雪崩
地震，落雷，土砂崩れ その他

鉄道内
（部内原因）

鉄道外
（部外原因）
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図-2  運転見合わせの原因別構成 

 

原因を見ると，東京メトロを除く 5事業者で人身事故が

最も多く，東京メトロでは土木・電気施設が最も多い傾

向が見られる．東京メトロの場合，路線の大部分がトン

ネル区間であり，人身事故が発生することが多い踏切が

存在しないこと，近年，ホームドアの設置が進められて

いることが関係しているものと推察される． 

 

表-2 鉄道事業者別・原因別の発生件数 

西武
鉄道

京成
電鉄

京王
電鉄

東急
電鉄

京急
電鉄

東京
メトロ

都営
地下鉄

合計

鉄道係員 0 0 0 0 0 2 0 2

車両等 4 0 0 2 0 11 1 18

土木・電気施設 15 2 5 4 0 24 3 53

線路内（支障） 1 1 0 0 0 1 0 3

踏切道（支障） 0 0 2 1 0 0 0 3

人身事故 29 10 26 28 12 13 7 125

急病人 0 0 1 0 0 1 0 2

他路線の影響 0 0 0 2 0 3 0 5

その他 4 1 0 2 1 22 0 30

災害 自然災害 10 2 5 5 5 2 0 29

63 16 39 44 18 79 11 270

原因

鉄道内
（部内
原因）

鉄道外
（部外
原因）

合計  
注：各鉄道事業者の公式Twitterでは，原則として15分以上（京成電鉄のみ 30分以上）

の遅れ，または遅れが見込まれる場合に情報が提供されている．調査期間は，2014年
1月～12月である（東急電鉄のみ，2014年2月～12月）． 

b) 運転見合わせ原因別の支障時間の特性 

運転見合わせによる影響度を把握するため，原因別の

支障時間を算出する．ここで支障時間とは，運転見合わ

せの発生から運転再開までに要した時間を指している．

なお，京成電鉄及び京急電鉄では運転見合わせの発生及

び運転再開時刻が，東急電鉄では運転再開時刻がそれぞ

れ Twitter 上に記載されていないため，これらの事業者

を除く 4事業者を対象に分析を行うこととする． 

まず，支障時間の基本統計量を表-3 に示す．これよ

り，原因ごとで支障時間は大きく異なることが分かる．

具体的には，車両等，土木・電気施設，踏切道（支障），

人身事故，自然災害で，支障時間の平均が 40 分以上と

長い傾向が見られる．  

ここで，人身事故及び土木・電気施設の支障時間の分

布を図-3に示す．これより，人身事故が 30分～75分に

集中しているのに対し，土木・電気施設はばらつきが大

きいことが分かる．土木・電気施設における支障時間が

60 分以上の原因としては，ポイント点検・不具合（6

件），保安装置故障（4 件），信号確認（1 件），夜間

作業遅れ（1件）などである． 

 

c) 運転再開見込み時刻の誤差の状況 

従来，鉄道事業者における運転見合わせ時の情報提供

については，発生時刻，場所，原因が中心であったが， 

 

表-3 運転見合わせ原因別の支障時間の基本統計量 

大分類 中分類 件数 平均 標準偏差 最大値 最小値

鉄道係員 2 21.5 11.5 33 10

車両等 15 41.1 45.8 156 8

土木・電気施設 39 97.4 152.2 919 6

線路内（支障） 1 5.0 － － －

踏切道（支障） 2 47.0 12 59 35

人身事故 68 51.7 24.1 126 8

急病人 2 11.5 8.5 20 3

他路線の影響 2 12.5 0.5 13 12

その他 19 19.1 20.2 75 3

自然災害 自然災害 6 110.7 60.7 180 33

単位：分

鉄道内
（部内
原因）

鉄道外
（部外
原因）
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図-3 運転見合わせ原因別の支障時間の分布 
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2003 年に小田急電鉄が再開見込み時刻の提供を開始し

たのを契機に，現在では複数の鉄道事業者において，同

様の取り組みが行われているが 7)，運転見合わせの原因

別の提供状況や実際の再開時刻との誤差の程度などの実

態については明らかにされていない． 

ここでは，鉄道事業者が提供を行っている運転再開見

込み時刻の正確度を把握するため，再開見込み時刻と実

際の再開時刻との誤差を算出する．Twitter 上で再開見込

み時刻の提供を行っている西武鉄道，京王電鉄，東京メ

トロ，都営地下鉄の 4事業者（計 192件）を対象とする．  

まず，運転再開見込み時刻の提供状況について整理し

た結果を表-4 に示す．これより，提供が行われたのは

113 件であり，提供率は 58.9%と 6 割近くであった．原

因別の提供率（10件以上を対象）は，人身事故が 86.7%

と最も高く，次いでその他が 65.4%であり，土木・電気

施設は 38.3%と低くなっている． 

表より運転再開見込み時刻の誤差の基本統計量を見る

と，発生件数が最も多い人身事故では平均 14.5 分，標

準偏差 12.8 分であるのに対して，土木・電気施設は平

均 50.4 分，標準偏差 60.4 分と，平均及びばらつきとも

に大きいことが分かる． 

図-4 は，すべての原因を対象に誤差の分布を示した

ものである．これより，誤差が±5 分以内が全体の

24.8%（113件中 28件），±15分以内が 66.3%（113件中

75件）と 7割近い結果であった． 

 

表-4 運転再開見込み時刻の誤差の基本統計量 

提供
件数

全件
数

提供
率

平均
標準
偏差

最大
値

最小
値

鉄道係員 2 2 100.0% 4.0 1.0 5 3

車両等 7 16 43.8% 27.9 38.9 112 0

土木・電気施設 18 47 38.3% 50.4 60.4 192 0

線路内（支障） 1 2 50.0% 8.0 0.0 8 8

踏切道（支障） 0 2 － － － － －

人身事故 65 75 86.7% 14.5 12.8 59 0

急病人 0 2 － － － － －

他路線の影響 1 3 33.3% 7.0 0.0 7 7

その他 17 26 65.4% 6.8 5.3 20 1

自然災害 自然災害 2 17 11.8% 4.5 4.5 9 0

鉄道内
（部内
原因）

鉄道外
（部外
原因）

原因
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注：数値の範囲は，「より大きい～以下」を表わす
 

4.  おわりに 

  

本研究では，鉄道事業者が公式 Twitter 上で提供して

いる運行情報を用いて，運転見合わせの発生状況や情報

提供の実態分析を行った．主な結果として，発生頻度は

人身事故等の部外原因が多いものの，土木・電気施設の

点検・故障等の部内原因も 3割近く発生していること，

運転見合わせによる支障時間は原因によって大きく異な

り，特に土木・電気施設関係でばらつきが大きいこと，

運転再開見込み時刻の提供は人身事故のケースを中心に

行われており，実際の再開時刻との誤差は，全体の約 7

割で±15分以内であることなどが分かった． 

今後の課題としては，これらの情報の継続的な取得と

詳細な分析を行うとともに，得られた結果を分かりやす

い形で利用者へ提供することが挙げられる．具体的には，

最近のスマートフォンの普及を踏まえて，異常時におけ

る利用者の行動決定支援を主目的としたアプリを開発し，

原因別の支障時間の傾向や運転再開見込み時刻の精度な

どの情報を提供していくことなどが挙げられる．  
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